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陳情番号 ８ 付議年月日 元 ． ９ ． ６  

件  名 横田ラプコンを撤廃し空域の主権を取り戻し、国内法の適用を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

総務政策常任委員会  ＊陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

2020年の東京オリンピック、パラリンピックに外国から多くの客を招くとする日本政府と米軍

が、横田空域を通過する一部民間機の管制を日本が行うことで合意されました。 

当面、羽田空港国際便の増便は可能となりましたが、このことにより現在、首都圏を含む１都

８県(東京、神奈川、埼玉、群馬、静岡、山梨、長野、新潟)の上空が米軍により占領されている

(横田ラプコン)という実態が報道され、国民の前に明らかになりました。羽田空港を離陸する航

空機は、一気に高度を上げて横田ラプコンを避け、着陸時は千葉上空をゆっくりと進み、東京湾

上に列をなして着陸を待つという状況です。 

この横田ラプコンをう回することは運賃や時間の面から考えても、大きな問題を抱え、パイロ

ットの緊張ばかりでなく乗客にも不安や危険を強いています。また、首都圏の住民の不安も計り

知れません。この空域の占領ともいえる設定は、日米地位協定上の航空管制権に因っています。 

神奈川は「第二の基地県」と言われますが、米軍・米軍人・米軍属による事件・事故が後を絶

ちません。事件・事故が起こるたびに司令官が謝罪し、再発防止や再教育を言いますが、決して

なくなりません。「憲法の上に日米地位協定があり、国会の上に日米合同委員会がある」との指

摘もあります。 

このような状況を変えようと全国知事会は昨年、全会一致で「日米地位協定の抜本改定を求め

る提言」を採択し、国に要請しました。 

沖縄県では昨年のドイツ、イタリアに続いて今年はイギリス、ベルギーの地位協定を実態調査

に行き、今年の４月に「他国地位協定調査報告書(欧州編)」としてまとめて発表。これら４か国

に比べて、日米地位協定では国の主権が大きく損なわれており、抜本的改定が必要と訴えていま

す。 

横田ラプコンを撤廃させる問題は、首都圏住民にとって喫緊の課題となっており、日米地位協

定抜本改定に向けての具体的な第一歩となります。 

私たちは、住民の生活と安全、安心を守るため、米軍が管制権を握る横田ラプコンを日本政府

が撤廃させ、首都圏の上空の主権を取り戻し、国内法を適用するよう要請する意見書を貴議会が

国に対して提出されることを陳情いたします。 

 

【陳情項目】 

 住民の生活と安全、安心を守るため、米軍が管制権を握る横田ラプコンを日本政府が撤廃させ、

首都圏の上空の主権を取り戻し、国内法を適用するよう要望する意見書を貴議会が国に提出され

ること。 

 
総陳第８号  



陳情番号 ９ 付議年月日 元 ． ９ ． ６  

件  名 消費増税に反対し、景気浮揚を求める意見書の提出を求める陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

総務政策常任委員会 ＊陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

日々、県民の声を県政に反映すべく、ご努力を重ねていらっしゃることに敬意を表するととも

に感謝します。参院選でも「国民の関心事」になっていた「消費税の10％への引き上げ」が間近

に迫ってまいりました。確かに、2013年の自公民の三党合意で、引き上げは決まっていたものの、

この間の経済状況や準備状況を見れば、10月の10％への引き上げ実施は、間に合わず無謀と言わ

ざるを得ません。陳情提出も「遅きに失した」感もありますが、早急に議会として、政府に対応

していただきたいと訴えます。 

 

【陳情理由】 

正社員なのに、何年勤めても給料が上がらないという実態があります。定期昇給制度のない職

種が増えています。従来、常識では正社員なら年齢や経験とともに賃金が上がるのですが、介護

関係や販売店員などでは、ほんの僅かしか昇給しないという状況が、厚労省が３月に公表した「賃

金構造基本統計調査（2018年）」で鮮明になりました。 

 

参院選前に実施した東京新聞社東京選挙区世論調査でも、消費増税は反対の回答が多かったの

です。８％の維持を求める声が33.1％、８％より引き下げるという意見は12.8％も有りました。

消費税自体を廃止すべきだという声も7.1％あり、10％を容認する声は32.4％だったのです。キ

ャッシュレス決済時のポイント還元への対応など遅れています。 

 

同じく東京新聞社東京選挙区世論調査結果ですが、政党支持層別に消費税率10％への引き上げ

に関する賛否を分析しています。賛成が反対を上回ったのは自民党だけで、賛成55％に上りまし

た。公明党は賛成47.1％ 反対51.9％になり、与党間でも温度差が出ました。支持政党別で反対

と答えたのは立憲民主党が67.0％、共産党68.9％、日本維新の会62.9％、れいわ新選組は87.9％

という結果です。 

以上の資料からも明らかですが、国民の多くは生活に必死で、消費増税に反対し、むしろ、景

気が回復し豊かな生活を実現させることをこそ望んでいるのです。 

 

【陳情項目】 

消費増税を直ちに中止し、むしろ、景気の浮揚を目指し、国民生活を豊かにするための政策を

実施するよう、国に意見書を提出すること。 

総陳第９号  



陳情番号 １０ 付議年月日 元 ． ９ ． ６  

件  名 県立養護学校高等部知的部門におけるスクールバスについての陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

文教常任委員会   ＊陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

１ 陳情の要旨 

 現在、県立養護学校知的部門の児童は高等部に進学すると、中学部まで乗車出来たスクールバ

スに、乗車出来なくなります。その理由と目的は、自立と社会参加とされています。公共交通機

関での自立通学訓練は、卒業後の進路のためには意味がないことではありません。しかし、交通

不便地域に立地する養護学校では通学送迎が保護者にとって、大変重い負担となっています。時

間や労力を少しでも回避するために、スクールバスに代わって、自宅から車両送迎しているケー

スが多々あり、本来の目的と大きくかい離している現況です。 

 養護学校のスクールバスは、知的部門において高等部でも乗車できるよう、保護者へ乗車希望

の有無を聴取する機会を与えて頂けるよう陳情致します。また送迎や自立通学が非常に困難なケ

ースがあることから、早急な改善を切望致します。一律に乗車不可とするのではなく、段階的な

自立訓練の視点を含め、制度設計が図られますよう、県議会からの提言をお願いします。 

 

２ 陳情の理由 

 養護学校の高等部においては、実際に自立通学訓練を行い、自立通学が卒業までにできる児童

数は統計がなく、学校送迎の現場を見ていると視覚的には１割に及ばない状況です。全国一律に

高等部は乗車不可としているわけではありません。関西圏は乗車できます。県内の養護学校高等

部で乗車を一部可能としましたが、まだ２校に限定されています。公共交通機関の不便な地域で

は、何度も乗り換えを重ね、大人の通勤でも耐え難い距離において、日々の自立通学を強いる現

在のシステムは、無理があります。 

 通学送迎の付添いに要す、多大な時間（登下校の送迎で、１日約６時間かかるケースなど）と

労力は、日々保護者が負担を担うか、多額の福祉財源を費やし、福祉事業者が車両での送迎を行

っている状況です。養護学校には１日何十台もの送迎車両が入出庫します。結果、学校の登下校

時は役職、専門職の先生方が、どんな悪天候であろうと日々、交通整理に要す相当な時間を割い

ています。特別支援学校における、本来の教員の業務なのか、疑義を呈せざるをえません。 

 県教育委員会からは、６月に各学校長宛に高等部のスクールバス乗車についてアンケートが実

施され、先の定例会では常任委員会において、４校11名の児童が希望しているが、乗車できてい

ないという実態があるとの答弁であったと聞き及んでいます。 

 しかし、希望の有無について、入学受験から在校中まで、保護者へ聴取された機会はなく、ど

のような調査内容と結果に至った回答なのか懐疑的に捉えます。 

 アンケート調査の質問趣旨を踏まえ、実態の把握について、改めて精査して頂きたい所存です。 

 最後に、今後も高等部のスクールバス乗車が出来ないなら、早急に以下の要件について、個別

の事情を考慮し、特例措置を図って頂きたく、列挙します。 

文陳第１０号 ２－１  



①一人親家庭で主たる生計者が送迎者である場合、かつ自立支援事業者での送迎がサービス供給

上の問題から確保できない場合。 

②公共交通機関での通学が１時間半程度かかる児童については継続乗車か、もしくは、ポイント

地点を変更し送迎時間の短縮ができる場合。 

③行動援護を要し、身体的な歩行困難が著しく、高等部在学中、個別教育計画において、登下校

の自立通学訓練の目標記載が明らかに見込めない児童の場合。 

 上記のような条件においては、乗車を陳情致します。またスクールバスは空席が総体的に不足

しているとは限らず、現在でも対応可能と推察します。諸事情への対処を学校長判断に一任せず、

県教育委員会から、各学校へ乗車に値するケースを通知し、学校現場の混乱なきよう配慮を重ね

て要望致します。 

 

文陳第１０号 ２－２  


